
2006年度 中間決算について    
 
 

2 0 0 6 年 1 0 月 3 1 日 

東日本旅客鉄道株式会社 

１．連結決算の概要 
 

(１) 経営成績 

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度

実　績 実　績 金　額 ％ 実　績 予　想 金　額 ％

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100 Ｃ Ｄ Ｄ－Ｃ D/C×100

営 業 収 益 12,909 13,199 289 102.2 25,923 26,440 516 102.0

営 業 利 益 2,363 2,478 114 104.9 3,960 4,120 159 104.0

経 常 利 益 1,685 1,981 296 117.6 2,746 2,830 83 103.0

中間（当期）純利益 1,003 1,218 214 121.4 1,575 1,710 134 108.5

（単位：億円） 中間期（4月1日～9月30日） 通期（4月1日～3月31日）

増　減 増　減

 
・中間決算としては、3期連続の増収増益。営業収益、営業利益、経常利益、中間純利益がいずれも 
過去最高。 

 

※ 連結の範囲 

連結子会社 85社（対前年度末▲1社）、持分法適用関連会社 2社（対前年度末±0社） 
 

① 営業収益 1兆3,199億円（対前年同期＋289億円／102.2％）  ［連単倍率1.36］ 

・当社の運輸収入の増加（＋91億円）や、駅構内での物販・飲食事業およびＩＣ対応機器等の売上増、
ならびに新規連結子会社の増加などにより増収。 

 
②  営業費用  1兆721億円（対前年同期＋174億円／101.7％） 
・人件費は減少したものの、修繕工事の平準化等による物件費の増加などにより費用増。 

 

③  営業利益 2,478億円（対前年同期＋114億円／ 104.9％）   ［連単倍率1.14］ 

・営業外収益は、匿名組合投資利益の増加（＋110億円）などにより121億円の増加。 
・営業外費用は、社債償還損の減少（▲34億円）や支払利息の減少（▲33億円）などにより59億円の
減少（金融収支は、対前年同期30億円の改善）。 

 

④  経常利益  1,981億円（対前年同期＋296億円／117.6％）    ［連単倍率1.18］ 

・特別利益は、固定資産売却益や工事負担金等受入額の増加などにより129億円の増加。 

・特別損失は、工事負担金等圧縮損の増加などにより60億円の増加。 
 

⑤  中間純利益 1,218億円（対前年同期＋214億円／121.4％）  ［連単倍率1.16］ 

 
 
 
 

説明資料 

単体決算の概要 
   運輸収入は、ゴールデンウィークおよび夏期間の好調に加えて、宇都宮線・高崎線の普通グリーン車増結

効果などにより、関連事業収入とともに増収。一方、営業費用は、人件費が減少したものの、修繕工事の平

準化などにより物件費が増加。営業外損益の改善などもあり、中間決算としては、3期連続の増収増益。経常

利益および中間純利益が過去最高。 
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(２) セグメントの状況 

 

① 運輸業 増収増益（当社※、ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ関東㈱、東京ﾓﾉﾚｰﾙ㈱など） 

・当社の運輸収入が、定期外収入、定期収入とも好調だったことなどにより増収増益。 

 売上高    9,441億円（対前年同期＋ 88億円／100.9％） 

 営業利益   1,953億円（対前年同期＋ 56億円／103.0％） 

 

② 駅スペース活用事業 増収増益（東日本ｷﾖｽｸ㈱、㈱日本ﾚｽﾄﾗﾝｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ※など） 

・㈱デリシャスリンクの新規連結や、㈱ＪＲ東日本ステーションリテイリングが昨年10月に開業した

「エキュート品川」の効果などにより増収増益。 

 売上高      2,083億円（対前年同期＋118億円／106.1％） 

 営業利益     163億円（対前年同期＋ 13億円／109.3％） 

 

③ ショッピング・オフィス事業 増収増益（㈱ﾙﾐﾈ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本都市開発※、東京圏駅ﾋﾞﾙ開発㈱※など） 

・㈱ルミネのテナント収入が増加したことや、昨年10月に開業した「東京ビルディング」の効果など

により増収増益。 

 売上高    1,014億円（対前年同期＋ 45億円／104.7％） 

 営業利益     295億円（対前年同期＋ 11億円／104.0％） 

 

④ その他事業 増収増益（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本企画、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本情報ｼｽﾃﾑ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本商事など） 

・ジェイアール東日本メカトロニクス㈱のＩＣ対応機器等の売上増などにより増収増益。 

 売上高    2,333億円（対前年同期＋157億円／107.2％） 

営業利益      62億円（対前年同期＋ 33億円／212.2％） 

   
    （注）※は、複数のセグメントに属する会社であり、主たるセグメントで記載しております。 

 

 

(３) 財政状態 

 

① 資産の部 6兆7,999億円（対前年度末▲ 216億円／ 99.7％） ［連単倍率1.07］ 

・流動資産は、現金及び預金の増などにより492億円の増加。 

・固定資産は、減価償却の進捗などにより704億円の減少。 

 

② 負債の部 5兆3,206億円（対前年度末▲1,185億円／97.8％） ［連単倍率1.06］ 

・流動負債は、未払金の減少（▲1,714億円）などにより966億円の減少。 

・固定負債は、社債が増加したものの、長期借入金および鉄道施設購入長期未払金の減少などにより

219億円の減少。 

・長期債務残高は、3兆7,073億円（対前年度末＋34億円）。 

 

③ 純資産の部 1兆4,792億円（対前年度末＋969億円／107.0％） ［連単倍率1.11］ 

・利益剰余金の増などにより株主資本は1,061億円の増加、評価・換算差額等は79億円の減少。 
 

（注）2005年度期末の金額は、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」の適用後の表示に 

組み替えて比較しております。 
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(４) キャッシュ・フローの状況 

 

① 営業活動 2,497億円のキャッシュ・イン

・税金等調整前中間純利益の増加（＋365億円）などにより、前年同期に比べ流入額は262億円の増加。 

 

② 投資活動 1,710億円のキャッシュ・アウト

・有形・無形固定資産の取得による支出の増加（▲258億円）などにより、前年同期に比べ流出額は129

億円の増加。 
 

③ 財務活動 575億円のキャッシュ・アウト

・コマーシャル・ペーパーが減少（▲1,300億円）したものの、長期債務の返済による支出の減少（＋

884億円）や、社債の発行による収入の増加（＋419億円）などにより、前年同期に比べ流出額は91

億円の減少。 
 

④ 現金及び現金同等物の中間期末残高 865億円 

・現金及び現金同等物の残高は、前年度末に比べ221億円増加。 
 

 
 

(５) 2006年度通期の連結業績予想〔増収増益〕 

 

① 営業収益 2兆6,440億円（対前年度＋516億円／102.0％）

・運輸業で運輸収入の増加などにより増収を見込むほか、全てのセグメントで増収を見込み、営業収益

は増加。 

 

② 営業利益 4,120億円（対前年度＋159億円／104.0％）

・運輸業で営業収益の増加などにより増益を見込むほか、全てのセグメントで増益を見込み、営業利益

は増加。 
 

③ 経常利益 2,830億円（対前年度＋83億円／103.0％）

・債務の期限前弁済を見込むなど営業外損益が悪化するものの、経常利益は増加。 
 

④ 当期純利益 1,710億円（対前年度＋134億円／108.5％） 

・用地の売却益などによる特別利益を見込むため、東日本キヨスク㈱の希望退職に伴う退職金支給など

による特別損失が見込まれるが、当期純利益は増加。 
 

     ※ 2006年4月27日発表の予想から、営業収益、営業利益を上方修正、経常利益を下方修正しております。

 

－３－ －３－ 



２．連結損益計算書 （単位：億円）

 2005.4.1～  2006.4.1～ 
  2005.9.30   2006.9.30

B/A×100

　 289 102.2  連単倍率 1.36 (前年同期） 1.34

10,546 10,721 　 174 101.7

2,363 2,478 　 114 104.9  連単倍率 1.14 (前年同期） 1.12

65 187 　 121 285.9 匿名組合投資利益　＋110

（5) （5) (　 0) (103.0)

743 683 △ 59 92.0

1,685 1,981 　 296 117.6  連単倍率 1.18 (前年同期） 1.17

169 298 　 129 176.7

149 209 　 60 140.2

1,705 2,070 　 365 121.4

法人税、住民税及び事業税 787 904 　 117 114.9

  

△ 99 △ 64 　 34 65.1

  

13 12 △ 1 89.9

  

1,003 1,218 　 214 121.4  連単倍率 1.16 (前年同期） 1.13

（注）[　]内の数値は、4月に公表した業績予想であります。

[1,080]

[1,820]

Ｂ － Ａ

主な増減事由等

中 間 純 利 益

経 常 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

固定資産売却益　＋102
工事負担金等受入額　＋51

工事負担金等圧縮損　＋43

社債償還損　△34、支払利息　△33

金   額 ％

増　減

営 業 費 用

営 業 収 益

Ａ

[13,080]

12,909 13,199

Ｂ

2006年度
中 間 期

[2,350]

営 業 外 費 用

科        目
中 間 期

営 業 利 益

2005年度

税金等調整前中間純利益

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 収 益

（うち持分法による投資利益）

営 業 収 益 の 内 訳
2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期

増 減 比 率

運 輸 業 9,074 9,156 81 100.9
駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業 1,909 2,013 104 105.5
ショッピング・オフィス事業 930 969 38 104.2
そ の 他 事 業 995 1,059 64 106.5
合 計 12,909 13,199 289 102.2

－４－



３．セグメント情報 　 （単位：億円）

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 9,074 　 9,156 　 81 　 100.9
   (2)セグメント間の内部売上高 　 278 　 285 　 7 　 102.5
      又は振替高

         計 　 9,353 　 9,441 　 88 　 100.9
   営  業  費  用 　 7,456 　 7,488 　 32 　 100.4

   営  業  利  益 　 1,896 　 1,953 　 56 　 103.0
   営業利益率（営業利益／売上高） 20.3% 20.7% 　 0.4% － 

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 1,909 　 2,013 　 104 　 105.5
   (2)セグメント間の内部売上高 　 55 　 69 　 14 　 126.5
      又は振替高

         計 　 1,964 　 2,083 　 118 　 106.1
   営  業  費  用 　 1,815 　 1,920 　 105 　 105.8

   営  業  利  益 　 149 　 163 　 13 　 109.3
   営業利益率（営業利益／売上高） 7.6% 7.8% 　 0.2% － 

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 930 　 969 　 38 　 104.2
   (2)セグメント間の内部売上高 　 38 　 45 　 7 　 118.5
      又は振替高

         計 　 969 　 1,014 　 45 　 104.7
   営  業  費  用 　 685 　 719 　 34 　 105.0

   営  業  利  益 　 283 　 295 　 11 　 104.0
   営業利益率（営業利益／売上高） 29.3% 29.1% △ 0.2% － 

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 995 　 1,059 　 64 　 106.5
   (2)セグメント間の内部売上高 　 1,180 　 1,273 　 93 　 107.9
      又は振替高

         計 　 2,175 　 2,333 　 157 　 107.2
   営  業  費  用 　 2,146 　 2,270 　 124 　 105.8

   営  業  利  益 　 29 　 62 　 33 　 212.2
   営業利益率（営業利益／売上高） 1.4% 2.7% 　 1.3% － 

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 12,909 　 13,199 　 289 　 102.2
   (2)セグメント間の内部売上高 　 1,552 　 1,674 　 121 　 107.8
      又は振替高

         計 　 14,462 　 14,873 　 411 　 102.8
   営  業  費  用 　 12,103 　 12,399 　 296 　 102.4

   営  業  利  益 　 2,359 　 2,474 　 115 　 104.9
   営業利益率（営業利益／売上高） 16.3% 16.6% 　 0.3% － 

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 － － － － 
   (2)セグメント間の内部売上高 ( 1,552 ) ( 1,674 ) ( 121 ) ( 107.8 )
      又は振替高

         計 ( 1,552 ) ( 1,674 ) ( 121 ) ( 107.8 )
   営  業  費  用 ( 1,556 ) ( 1,678 ) ( 121 ) ( 107.8 )

   営  業  利  益 (△ 4 ) (△ 3 ) ( 0 ) － 
   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 　 12,909 　 13,199 　 289 　 102.2
   (2)セグメント間の内部売上高 － 　 － 　 － － 
      又は振替高

         計 　 12,909 　 13,199 　 289 　 102.2
   営  業  費  用 　 10,546 　 10,721 　 174 　 101.7

   営  業  利  益 　 2,363 　 2,478 　 114 　 104.9
   営業利益率（営業利益／売上高） 18.3% 　 18.8% 　 0.5% － 

金   額

運
　
輸
　
業

駅
ス
ペ
ー

ス
活
用
事
業

シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ
･
オ
フ
ィ

ス
事
業

B/A×100Ｂ － ＡBＡ

2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期

 2006.4.1～ 

増　減

％
 2006.9.30

 2005.4.1～ 
 2005.9.30

そ
の
他
事
業

計

消
去
又
は
全
社

連
　
　
結

－５－



４．連結貸借対照表 （単位：億円）

B/A×100

4,121 4,613 　 492 111.9

64,089 63,385 △ 704 98.9 減価償却の進捗

57,963 57,344 △ 619 98.9

1,158 1,198 　 40 103.5

4,968 4,841 △ 126 97.5

4 1 △ 3 21.7

68,215 67,999 △ 216 99.7  連単倍率 1.07 (前年度末） 1.07

11,261 10,294 △ 966 91.4

43,130 42,911 △ 219 99.5

54,392 53,206 △ 1,185 97.8  連単倍率 1.06 (前年度末） 1.06

12,788 13,849 　 1,061 108.3

2,000 2,000 　 － 100.0

966 966 　 0 100.0

9,845 10,906 　 1,061 110.8

△ 23 △ 23 △ 0 100.7

　 785 　 705 △ 79 89.9

　 785 　 702 △ 83 89.4

　 － 　 3 　 3 －

250 237 △ 12 95.1

13,823 14,792 　 969 107.0  連単倍率 1.11 (前年度末） 1.11

68,215 67,999 △ 216 99.7  連単倍率 1.07 (前年度末） 1.07

（注）2005年度期末の金額は、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」の適用後の表示に組み替えて記載しております。

５．連結長期債務の推移 （単位：億円）

％
B/A×100

11,662 12,378 　 716 106.1

7,939 7,755 △ 183 97.7

（1,156) （1,584) 　 (428) （137.0)

19,602 20,134 　 532 102.7

17,436 16,938 △ 497 97.1

（1,412) （1,419) 　 (6) （100.5)

37,038 37,073 　 34 100.1

未払金　△1,714

負 債 合 計

固 定 負 債

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

Ｂ － Ａ

主な増減事由等

2005年度
期  末

2006年度
中間期末

％金　額

増　減

 2006.3.31

Ｂ

 2006.9.30科         目

Ａ

流 動 資 産

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

自 己 株 式

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

繰 延 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

2006年度

社 債

合 計

（ う ち 1 年 以 内 ）

鉄 道 施 設 購 入 長 期未 払金

小 計

（ う ち 1 年 以 内 ）

長 期 借 入 金

（注）2006年度中間期末の社債金額は、「金融商品に関する会計基準」および「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」を適用し
　　　て記載しております。従来基準での2006年度中間期末の社債金額は12,388億円であり、連結長期債務の合計金額は、37,082億円
　　　であります。

増　減

金　額
Ｂ － Ａ

期　　末 中間期末
Ａ Ｂ

2005年度
平均金利

2.25%

1.83%

2.09%

5.21%

3.51%

－６－



６．連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：億円）

Ⅰ 　 2,234 　 2,497 　 262

税金等調整前中間純利益 　 1,705 　 2,070 　 365

減価償却費 　 1,533 　 1,555 　 22

売上債権の増加額又は減少額 　 91 △ 68 △ 159

仕入債務の減少額 △ 231 △ 331 △ 100

災害損失の支払額 △ 167 △ 54 　 112

法人税等の支払額 △ 666 △ 567 　 99

その他 △ 30 △ 106 △ 76

Ⅱ △ 1,580 △ 1,710 △ 129

有形・無形固定資産の取得による支出 △ 1,991 △ 2,250 △ 258

有形・無形固定資産の売却による収入 　 59 　 156 　 96

工事負担金等による受入 　 414 　 346 △ 68

投資有価証券の取得による支出 △ 67 △ 69 △ 1

投資有価証券の売却による収入 　 9 　 － △ 9

その他 △ 4 　 106 　 111

フリー・キャッシュ・フロー Ⅰ+Ⅱ 　 653 　 786 　 133

Ⅲ △ 667 △ 575 　 91

コマーシャル・ペーパーの増加額又は減少額 　 900 △ 400 △ 1,300

長期借入れによる収入 a 215 277 　 62

社債の発行による収入 b 　 299 　 719 　 419

長期債務の返済による支出 c △ 1,859 △ 975 　 884

長期債務削減額（△） a+b+c △ 1,344 　 21 　 1,365

配当金の支払額 △ 139 △ 159 △ 19

その他 △ 82 △ 36 　 46

現金及び現金同等物の増加額又は減少額 Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ △ 13 　 211 　 224

現金及び現金同等物の期首残高 　 667 　 643 △ 24

連結子会社追加等に伴う増加額 　 2 　 10 　 7

現金及び現金同等物の中間期末残高 　 656 　 865 　 208

科         目
 2005.4.1～ 

2005.9.30
Ｂ － ＡＡ

増　減中 間 期 中 間 期

2005年度 2006年度

Ｂ

財務活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

 2006.4.1～ 
2006.9.30

－７－



７．連結主要諸元

対前年同期 対前年度末

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ － Ａ Ｃ － Ｂ

億円 2,234 4,477 2,497 262

倍 2.9 2.7 2.5 △ 0.3 △ 0.2

％ 3.5 5.9 3.6 0.1

％ 8.1 12.4 8.7 0.6

％ 19.3 19.9 21.4 2.1 1.5

億円 12,924 13,573 14,555 1,630 981

億円 36,986 37,038 37,073 86 34

％ 3.62 3.55 3.51 △ 0.11 △ 0.04

億円 △ 680 △ 1,347 △ 649 30

円 25,122.93 39,369.65 30,501.84 5,378.91

円 323,403.72 339,598.80 364,220.88 40,817.15 24,622.08

億円 653 1,382 786 133

億円 1,134 3,613 1,147 13

（注１）2005年度から2008年度までの4年間
（注２）2005年度中間期および2005年度期末における、従来の「株主資本に対する長期債務の比率」を「自己資本に対する
　　　　長期債務の比率」に名称変更しております。
（注３）2005年度中間期および2005年度期末における、従来の「株主資本当期純利益率」、「株主資本比率」および「株主
　　　  資本」は、それぞれ「自己資本当期純利益率」、「自己資本比率」および「自己資本」として記載しております。
（注４）2006年度中間期における「長期債務残高」は、「金融商品に関する会計基準」および「繰延資産の会計処理に関す
　　　　る当面の取扱い」を適用して記載しております。従来基準での「長期債務残高」は、37,082億円であります。

８．2006年度通期の連結業績予想 （単位：億円）

2005年度 2006年度 2006年度
実    績 4月公表時予想 今回予想
2005.4.1～ 2006.4.1～ 2006.4.1～
 2006.3.31  2007.3.31  2007.3.31

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ－Ｂ C/B×100 Ｃ－Ａ C/A×100

25,923 26,240 26,440 200 100.8% 516 102.0%

18,054 18,100 18,210 110 100.6% 155 100.9%

3,839 4,000 4,000 － 100.0% 160 104.2%

1,904 1,940 1,950 10 100.5% 45 102.4%

2,126 2,200 2,280 80 103.6% 153 107.2%

3,960 4,020 4,120 100 102.5% 159 104.0%

2,977 3,010 3,080 70 102.3% 102 103.4%

304 320 320 － 100.0% 15 105.1%

538 560 570 10 101.8% 31 105.8%

155 140 160 20 114.3% 4 103.1%

△ 14 △ 10 △ 10 － 100.0% 4 69.5%

2,746 2,900 2,830 △ 70 97.6% 83 103.0%

1,575 1,710 1,710 － 100.0% 134 108.5%
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　42,790円48銭

％ ％

増　減
対4月公表時予想 対前年度実績

運輸業

金 額金 額

中期経営構想
（ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2008）
における数値目標

当 期 純 利 益

営 業 収 益

経 常 利 益

営 業 利 益

自己資本に対する長期債務の比率（注２）

駅スペース活用事業

ショッピング・オフィス事業

その他事業

運輸業

駅スペース活用事業

ショッピング・オフィス事業

消去又は全社

その他事業

4年間の総額
2兆円（注１）

6.0

2倍程度

増  減

単 位
2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期

2005年度
期  　末

営業キャッシュフロー

金融収支

平均金利

長期債務残高（注４）

自己資本（注３）

自己資本比率（注３）

自己資本当期純利益率(ＲＯＥ)（注３）

総資産営業利益率(ＲＯＡ)

設備投資額

フリー･キャッシュ･フロー(ＦＣＦ)

１株当たり純資産額

１株当たり中間（当期）純利益

－８－



９．単体損益計算書 （単位：億円）

[9,610]
9,601 9,730  128 101.3

運 輸 収 入 8,490 8,581  91 101.1

運 輸 附 帯 収 入 416 427  10 102.6

運 輸 雑 収 393 385 △ 7 98.0

関 連 事 業 収 入 301 335  34 111.3

7,482 7,555  72 101.0

人 件 費 2,835 2,738 △ 96 96.6

物 件 費 2,658 2,821  163 106.1

機 構 借 損 料 等 405 392 △ 13 96.8

租 税 公 課 408 421  12 103.0

減 価 償 却 費 1,174 1,181  7 100.6

[2,090]
2,119 2,174  55 102.6

56 184  127 325.4 匿名組合投資利益 ＋110

733 676 △ 56 92.2 社債償還損 △34、支払利息・社債利息 △30

[1,560]

1,442 1,682  240 116.7

154 287  133 186.5 固定資産売却益 ＋100、工事負担金等受入額 ＋50
工事負担金等受入額 ＋25

115 193  77 166.8 工事負担金等圧縮損 ＋42

1,481 1,777  296 120.0

680 772  92 113.5

△ 87 △ 49  37 56.7

[950]
887 1,054  166 118.8

（注）[  ]内の数値は、1月に公表した業績予想であります。

営 業 費

税引前中間純利益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

営 業 利 益

科 目

Ｂ － Ａ

営 業 収 益

増   減2005年度
中 間 期

2005.4.1～
 2005.9.30

Ａ

2006年度
中 間 期

Ｂ

金　額 ％

B/A×100

主な増減事由等

中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

2006.4.1～
 2006.9.30

（注）[   ]内の数値は、4月に公表した業績予想であります。

運輸附帯収入の内訳
2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期 増　減 比　率

広 告 料 177 183 6 103.7
構 内 営 業 料 123 128 4 104.0
土地建物等貸付料 111 110 △ 0 99.5
そ の 他 4 4 △ 0 99.4
合 計 416 427 10 102.6

関連事業収入の内訳
2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期 増　減 比　率

不 動 産 賃 貸 収 入 214 230 16 107.5
カ ー ド 事 業 収 入 58 71 13 122.6
そ の 他 28 33 4 116.7
合 計 301 335 34 111.3

物件費の内訳
2005年度
中 間 期

2006年度
中 間 期 増　減 比　率

動 力 費 239 233 △ 6 97.4
修 繕 費 945 1,035 90 109.6
そ の 他 1,473 1,552 79 105.4
合 計 2,658 2,821 163 106.1

定期収入 ＋9 (0.4%)
<新幹線 ＋1 (1.1%) 在来線 ＋8 (0.3%) >
定期外収入 ＋82 (1.4%)
<新幹線 ＋36 (1.6%) 在来線 ＋45 (1.2%) >

－９－



10．鉄道輸送量・鉄道運輸収入の概要（単体）

増  減 増  減

輸送量 ％ 金　額 ％

Ａ Ｂ Ｂ － Ａ B/A×100 Ｃ Ｄ Ｄ － Ｃ D/C×100

定 期 834 847 12 101.5 113 114 1 101.1

定期外 8,762 9,068 305 103.5 2,275 2,312 36 101.6

計 9,597 9,915 318 103.3 2,389 2,427 37 101.6

定 期 36,397 36,455 58 100.2 2,347 2,355 8 100.3

定期外 18,515 18,590 74 100.4 3,752 3,798 45 101.2

計 54,912 55,045 133 100.2 6,099 6,153 54 100.9

定 期 37,231 37,303 71 100.2 2,460 2,470 9 100.4

定期外 27,278 27,658 380 101.4 6,027 6,110 82 101.4

計 64,509 64,961 452 100.7 8,488 8,580 91 101.1

［在来線内訳］

定 期 26,556 26,590 34 100.1 1,746 1,751 4 100.3

定期外 12,850 12,936 85 100.7 2,585 2,623 37 101.5

計 39,406 39,526 119 100.3 4,332 4,374 42 101.0

定 期 9,840 9,865 24 100.2 600 603 3 100.5

定期外 5,664 5,653 △ 10 99.8 1,166 1,174 8 100.7

計 15,505 15,519 13 100.1 1,766 1,778 11 100.7

新
 
 
在
 
 
計

在
 
 
来
 
 
線

東
 
 
京
 
 
圏

そ
 
 
の
 
 
他

新
 
 
幹
 
 
線

鉄道運輸収入　（単位：億円）鉄道輸送量　（単位：百万人ｷﾛ）

2005年度
中 間 期
2005.4.1～
 2005.9.30

2006年度
中 間 期
2006.4.1～
 2006.9.30

2005年度
中 間 期
2005.4.1～
 2005.9.30

2006年度
中 間 期
2006.4.1～
 2006.9.30

－10－



11．単体貸借対照表 （単位：億円）

B/A×100

3,389 3,806  417 112.3

60,419 59,777 △ 642 98.9

51,675 51,011 △ 663 98.7 減価償却の進捗

1,905 1,972  66 103.5

6,838 6,792 △ 45 99.3
関係会社長期貸付金 △***

3 － △ 3 －

63,812 63,583 △ 228 99.6

10,600 9,745 △ 854 91.9

1,080 1,540  460 142.6

8,115 6,793 △ 1,321 83.7 未払金 △1,770

40,758 40,569 △ 188 99.5

18,345 18,455  109 100.6

15,900 15,408 △ 492 96.9

5,653 5,725  71 101.3

858 980  121 114.2

51,358 50,315 △ 1,043 98.0

11,712 12,604  891 107.6

2,000 2,000  － 100.0

966 966  0 100.0

資 本 準 備 金 966 966  － 100.0

その他資本剰余金 0 0  0 335.3

8,765 9,656  891 110.2

利 益 準 備 金 221 221  － 100.0

その他利益剰余金 8,543 9,435  891 110.4 別途積立金 ＋800

△ 18 △ 18 △ 0 100.9

741 664 △ 76 89.6

741 664 △ 76 89.6

12,454 13,268  814 106.5

63,812 63,583 △ 228 99.6

（注）2005年度期末の金額は、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」の適用後の表示に組み替えて記載しております。

12．単体長期債務の推移 (単位：億円)

％
B/A×100

11,663 12,379  716 106.1 △ 16,339 2.25%

7,762 7,616 △ 146 98.1 3,347 1.81%

19,425 19,995  569 102.9 △ 12,991

17,305 16,820 △ 485 97.2 △ 14,249 5.22%

36,731 36,816  84 100.2 △ 27,240 3.52%

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

合 計

社 債

長 期 借 入 金

小 計

そ の 他

資 本 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

そ の 他

社 債 ･ 長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

退 職 給 付 引 当 金

100.5

主な増減事由等

1,411 6 

2006.9.30

Ａ Ｂ

平均金利

固 定 資 産

流 動 負 債

繰 延 資 産

資 産 合 計

鉄道事業等固定資産

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産

１年以内鉄道施設購入

Ｂ － Ａ

2006年度

中間期末
Ｂ

2005年度

期　　末
Ａ

長 期 未 払 金

科 目

Ｂ － Ａ

増   減

金　額 ％
2006.3.31

期　　末

2005年度 2006年度

中間期末

流 動 資 産

増   減

金　額

1,404

負 債 ・ 純 資 産 合 計

固 定 負 債

負 債 合 計

純 資 産 合 計

１年以内返済長期借入金

会社発足以降の
返済累計額

（注）2006年度中間期末の社債金額は、「金融商品に関する会計基準」および「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」を適用し
　　　て記載しております。従来基準での2006年度中間期末の社債金額は12,389億円であり、単体長期債務の合計金額は、36,825億円
　　　であります。

鉄道施設購入長期未払金

－11－



13．単体主要諸元

自己資本比率（注１）

平均金利

（注１）2005年度中間期および2005年度期末における、従来の「株主資本比率」は「自己資本比率」として記載しております。

（注２）2006年度中間期における「長期債務残高」は、「金融商品に関する会計基準」および「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」を適用

　　　　して記載しております。従来基準での「長期債務残高」は、36,825億円であります。

（注３）就業人員数であり、他社への出向者等を除き､他社からの出向者を含んでおります。

14．2006年度通期の単体業績予想 (単位：億円）

 2005.4.1～  2006.4.1～  2006.4.1～

　2006.3.31　 　2007.3.31　 　2007.3.31　

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　37,528円32銭

本資料の記載金額および輸送量は、単位未満を切り捨てて表示しております｡

5456,219 54,697 54,751 △ 1,468

84

19.1 19.5 20.9 1.7

C/B×100 Ｃ － Ａ

％

2005年度 2005年度 2006年度

Ｃ－Ｂ

中 間 期 期　　末 中 間 期

人

対前年同期

1.4

36,601 36,731 36,816 214

％

億円

％

円

△ 0.04

22,202.11 32,606.86 26,372.74 4,170.63

3.63 3.55 3.52 △ 0.11

単　位
増　　減

対前年度末

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ－Ａ

従業員数 （注３）

１株当たり中間（当期）純利益

長期債務残高（注２）

経
　
常
　
損
　
益

営
　
業
　
損
　
益

営 業 収 益

運 輸 収 入

そ の 他 の 収 入

営 業 費 用

人 件 費

物 件 費

動 力 費

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

当 期 純 利 益

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

△ 10

100.7 180

減 価 償 却 費

修 繕 費

そ の 他

機 構 借 損 料 等

租 税 公 課

194102.4

2,540

1,040

110

30

60

△ 40

130

△ 30

80

80

81

95102.3

4199.6

11100.0

△ 2197.5

1,460

2005年度
実　　績

3,460

790

770

2,470

3,520

△ 1,270

2,250

102.0

181.3

168100.7

11101.3

103.7

△ 2894.3

84

96.6

114.4

194

131

326

283

42

△ 52

102.7

101.0

％ 金　額金　額

増　　減

対4月公表時予想 対前年度実績

160

2,490

1,030

2,380

15,810

5,570

6,210

500

2,250

290

2,213

908

1,305

2,350

15,750

5,610

6,080

530

2,170

3,380

3,424

△ 1,217

2,207

6

811

C/A×100

758

2,428

810

770

2,480

100.4

248102.15,961

528

2,168

3,265

100.9

2,368

15,725

5,766 △ 19699.3 96.6

100.5

100.5

101.0

94.7

104.2

102.8

104.4

101.6

97.4

106.0

103.8

114.7

114.5

114.9

101.7

101.9

4,554.7

19,149

16,781

19,190

16,840

19,330

16,950

Ａ

140

1,500

2006年度
4月公表時予想

2006年度
今回予想

ＣＢ

3,440

△ 1,110

2,330

50

10

40

Ｃ － Ｂ

80

△ 160

△ 80

130

△ 20

－

－12△－


